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＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞＜ 事 業 の 内 容 ＞

１．特⽤林産物の⽣産性向上
① きのこ原⽊の需給動向に関する情報収集及び需給マッチングを⽀援
② 新技術の採⽤や川上事業者と連携したきのこ・薪炭向け原⽊の効率的な

調達等の⽣産性向上に資する⽣産者の先進的取組を⽀援

２．特⽤林産物の国際競争⼒強化
特⽤林産物の輸出産地づくりに向け、⽣産者団体等の連携強化の取組を
⽀援

＜対策のポイント＞
特⽤林産物の国際競争⼒強化を図るため、特⽤林産物の⽣産性向上、輸出産地づくりに向けた取組を⽀援します。

［お問い合わせ先］林野庁経営課（03-3502-8059）

国

定額
＜事業の流れ＞

⺠間団体等

１．特⽤林産物の⽣産性向上

２．特⽤林産物の国際競争⼒強化

AIを活⽤した椎茸の選別

林業経営体等
定額

（１の②の事業）

⺠間団体等
定額

（１の①、２の事業）

重機によるきのこ原⽊⽣産 アシストスーツによる軽労化

⽊材需要の創出・輸出⼒強化対策のうち
特⽤林産物の国際競争⼒強化・⽣産性向上対策事業（継続）

令和８年度予算概算決定額 17,680千円（前年度26,348千円）

情報交換会の実施による連携強化 輸出産地の拡⼤、輸出量の増加

AI判別

良品
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海業の推進について

⚫ 漁村の交流人口は約２千万人と大きなポテンシャルを有しており、豊かな自然や漁村ならではの地域資源の価値や
魅力を活かした海業の推進により、地域の所得向上と雇用機会の確保を図ることが必要。

⚫ 令和８年度末までの目標として、漁港における新たな海業等の取組を、おおむね500件展開。
⚫ この目標の達成に向けて、漁港施設等活用事業や海業振興支援事業の創設等を行い、海業を推進。

（１）改正漁港漁場整備法施行による「漁港施設等活用事業」の普及

令和６年４月に施行された「漁港及び漁場の整備等に関する法律」に基づき、漁港施
設の長期貸付け、水面等の長期占用等を可能とする「漁港施設等活用事業」により、漁
港を活かした海業の取組を推進。

（２）海業振興関係予算

• 令和６年度補正予算及び令和７年度当初予算において、海業の立ち上げに必要
な実証調査等に対する事業を新たに措置。

• 関係省庁等協力の下、海業に取り組む際に関連する施策をまとめた「海業支援パッ
ケージ」を作成、周知。

（３）情報発信、横展開

• 水産庁において、「海業の推進に取り組む地区」を募集し、86地区を決定・公表
（令和７年４月時点）。これら地区に対して、個別の助言や海業に関する情報共
有を実施するとともに、「海業推進全国サミット」を開催。

• 地方公共団体、漁協・漁業関係者、民間企業、民間団体等を対象とした「海業推
進全国協議会」を開催し、海業の優良な取組事例の普及・横展開等を実施。

• 大阪・関西万博「UMIGYO」の国際発信（令和７年６月）。

• 海業ポスター、海業動画、海業マンガ、漁港マスコットキャラクターの作成。

（４）体制

• 海業振興総合相談窓口（海業振興コンシェルジュ）の開設。

• 漁港漁場整備部「計画課」を「計画・海業政策課」に改組するとともに（令和６年
10月）、「海業振興室」を設置（令和７年４月）。

海業の推進のための主な取組

海業支援パッケージ マンガ「うみぎょう!」
漁港マスコットキャラクター

（左：「うみにゃーご」、中央：「ぎょっこん」、右：「うみーぎょ」）
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海業振興が水産業にもたらす効果事例

①直売所 ②魚食普及食堂

場 所  ：都屋漁港（沖縄県読谷村）

事業主体：読谷村漁業協同組合

⚫老朽化した荷さばき所を食堂や直売所と一体的な複合施
設として再整備（平成29年供用開始）。

⚫直売所及び食堂で販売する食材を荷さばき所から直接仕
入れるため、買い支え機能を果たしており、整備前と比較し
て漁獲量、陸揚金額が向上。

場  所  ：富浦漁港（千葉県南房総市）
事業主体：岩井富浦漁業協同組合

⚫観光等の異業種と連携し、魚食普及食堂を整備
（平成24年供用開始）。
⚫地域住民や都市住民の来訪客の増加により、食堂利用
客、売上が増加。提供水産物のうち、約５割を富浦漁
港から仕入れ、漁獲量の向上・安定化に寄与。

と や とみうら
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